
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  租税特別措置透明化法案 

Ｑ：さきごろ、民主党から租税特別措置透

明化法案が出されたそうですが、どのような

内容のものなのですか？  

 

Ａ：租税特別措置の整理、合理化を推進し

て、納税者が納得できる公平で、かつ、透明

性の高い税制を確立しようとするものです。 

【解説】 

民主党は、さきごろ、租税特別措置の整理、

合理化を推進し、納税者が納得できる公平で、

かつ、透明性の高い税制を確立することを目

的とする「租税特別措置の整理及び合理化を

推進するための適用実態調査及び正当性の検

証等に関する法律案(租税特別措置透明化法

案)」を参議院に提出しました。 

それによりますと、財務大臣は、①特例措

置ごとに確定申告書に「増減額明細書」を添

付することを求め、その適用の実績を調査し、

②その調査結果により、実際の適用件数・増

減収額の見込との差額、定量的分析の結果、

税の減免を受ける法人名と減免額をまとめ、

③意見をつけて国会へ報告することとしてい

ます。 

また、行政機関については、①政策評価に

より租税特別措置の正当性を検証して、国会

へ報告、政策立案に反映させること、②会計

検査院は、毎年、特別措置の実施状況に関す

る検査をし、国会へ報告することとしていま

す。 

納税者は、これにより、確定申告に「増減

額明細書」の添付が義務付けられ、場合によ

っては、その内容が開示されます。 

Ｒ Ｅ Ｄ Ａ Ｓ   Ａ
リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ

 

１９９４年 １月 ６日 創 刊 ・毎 日 発 行  

リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ Ｆ Ａ Ｘ ニ ュ ー ス  

（２００８年）平成２０年   木曜日  月５  日 

 
１

発行所 株式会社 
大阪市中央区備後町２－４－６ 
編集発行人：税理士 三輪 厚二  

Tel  ：06-6209-7678

Fax ：06-6209-8145ＦＰシミュレション― 

第 

 

3 5 0 7  

 

号 


